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⽇本医師会「防災業務計画」

• ⽇本医師会は、2014年8⽉、東⽇本⼤震災におけるJMAT活動等が評価され、
災害対策基本法の「指定公共機関」の指定を受けた。

• 「指定公共機関」は、法律上「防災業務計画」の策定が義務付けられてお
り、⽇本医師会においても2014年に策定した後、JMAT本部の位置づけ
（2018年）、南海トラフ巨⼤地震対策や有識者の活⽤（2020年）などの改
正を⾏ってきた。

⽇本医師会防災業務計画では、「災害医療⽀援活動」を効果的に推進するため、
防災業務計画のもとに「災害医療⽀援業務計画」を作成することとしている。

⽇本医師会防災業務計画に定める災害医療⽀援活動
（１）JMATの派遣 ←「JMAT要綱」にも規定
（２）死体の検案に関する医師の派遣⼜はその協⼒
（３）救援物資の搬送及び配分
（４）被災地の保健衛⽣の確保
（５）義援⾦の受付及び配賦
（６）広報活動、その他被災地の地域医療の復興を含む

災害医療⽀援に必要な業務

左記（２）〜（６）
およびJMAT活動に関
する事務局体制につ
いて、「災害医療⽀
援業務計画に記載
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本部員：日本医師会常任理事

副本部長：日本医師会副会長

日本医師会 災害対策本部

平常時の担当分野に拘束されない。一つの課、一人の職員が複数部門に関わるケースもある。

政府予算・特別
立法・税制など
の財政支援策の

要望
（全体、個別案件）

本部長：
日本医師会長

総務部⾨ 復興⽀援部⾨実⾏部⾨

役職員安否確認、
支援要員割当て

災害対策本部
の運営

義援金募集配賦

災害研究・記録
アーカイブ

広報・情報

国内外からの
支援対応

会館機能の維持

被災者健康支援連
絡協議会の運営

JMAT
派遣調整

情報提供・共有

国・関係機関等
との折衝

検視・検案

被災地支援（保健
衛生、仮設診療
所、感染症・救急
蘇生法・高齢者・
対応等啓発資料）

特殊災害対応

医薬品・
物資確保、
搬送

JMATⅡ

災害処理・復興事業への関
与（原発事故への損害賠償、
医療機関を含む街づくり、新
法・制度改正への対応）

（全体、個別案件）

地元医療機関への
引継ぎ（ＪＭＡＴ、仮

設診療所等）

政治対応
与野党

ＪＭＡＴ本部
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災害医療⽀援業務体制

総務部⾨ 実⾏部⾨ 復興⽀援部⾨
・役職員の割当、災害対策本部運営
・会館機能の維持
・実⾏部⾨・復興⽀援部⾨に関する経理
・寄付⾦・義援⾦募集・配賦
・都道府県医・被災者健康⽀援連絡協議会
・JMAT宿泊先、保険対応
・ICTサポート、医師資格証迅速発⾏
・世界医師会その他国際対応
・調査研究・記録アーカイブ
・積極的かつ迅速な会内取材・広報
・ホームページ、SNS、動画 （アクセス増）
・当該災害や医師会に関する報道・SNS等の
把握・対応

・被災地等への有⽤な情報提供

下記等の企画・実⾏
・JMAT、検視・検案
・被災地の感染・公衆衛⽣対策
その他保健医療に資する活動
・災害時要配慮者対策
・特殊災害対応
・被災地の医療⽀援ニーズ
・医薬・⽣活物資等の⽀援
・物資・資⾦的⽀援
・上記に関する関係省庁・機関・
団体等との折衝・連携

下記等の企画・実⾏
・補正予算・税制・融資等要望
・特別⽴法要望
・都道府県医等の提案・要望受付
・被災地の復興⽀援ニーズ把握
・原発事故等への損害賠償⽀援
・かかりつけ医機能を中⼼とした
地域社会の再建・復興・新たな
まちづくり（財政⽀援、法整備等）

・上記に関する関係省庁・機関・団体
等との折衝・連携

災害対策本部：
本部長：日本医師会長


